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居住誘導浸水想定区域での市街地評価技術
の確立とリスク対策事業の導入に関する研究
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都市機能誘導区域
医療・福祉・商業等の都市機能を都市の
中心拠点や生活拠点に誘導し集約する
ことにより、各種サービスの効率的な提各種サービスの効率的な提
供を図る区域供を図る区域

居住誘導区域
人口減少の中にあっても一定エリ
アにおいて人口密度を維持するこ
とにより、生活サービスやコミュニ
ティが持続的に確保されるよう、居
住を誘導する区域。。
居住誘導区域内外にわたる良好な居住
環境を確保し、地域における公共投資や
公共公益施設の維持運営など、都市経
営が効率的に行われるように定めるべき

研究背景
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居住誘導区域

災害リスクを考慮した指定が求められている

研究背景（立地適正化計画と居住誘導区域）
平成26年都市再生特別措置法改正：「立地適正化計画」制度創設
立地適正化計画で定める区域

→都市機能誘導区域、居住誘導区域

居住誘導区域の指定範囲
公共交通等居住利便性、都市基盤整備状況、人口密度等の他、・・・

災害リスクを踏まえた範囲で指定されるべき

居住誘導区域内での災害リスクに関する報道
(2019.9.2 読売新聞)

改正都市再生特別措置法（2020年）

防災指針の策定

研究背景（改正特措法→防災指針）



5研究背景（防災まちづくりガイドライン）

以上の因子を勘案し，地域ごとに水災害リスクを客観的に評価（複
合評価） することが求められている

ハザード（浸水） 暴露（人口） 脆弱（避難所）

居住誘導区域
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検討

市街地評価と浸水リスクの２軸で複合評価

人口密度（最小単位の100mメッシュ単位）

公共交通利便性（運行頻度を考慮）など
避難施設とのアクセシビリティ
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研究目的

研究目的A：
居住誘導浸水想定区域の市
街地評価技術の確立

研究目的B：
居住誘導区域内にある家屋倒
壊等氾濫想定区域での対策

↓本日報告する内容
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立地適正化計画の中で居住誘導区
域を定めている地方都市（非線引き
を含む）を中心に対象都市を選定

居住誘導浸水想定区域の特徴把握
・市街化区域に対する指定状況
・浸水重複状況

・市街地評価、浸水リスク、避難所
圏から居住誘導区域を複合評価

防災指針の制度化後の立地適正化計画（コンパク
トシティ政策）のあり方

マクロ分析

詳細対象都市選定

ミクロ分析

対象都市選定

研究の流れ（研究目的A）

複合評価結果を自治体に提示
→ハード・まちづくり・避難の各対策方針
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：居住誘導区域 ：市街化区域
■：2.0m≤X<5.0m ■：0.5≤X<2.0m

■：0≤X<0.5m

※市街化区域：工業専用地域除く

1km1km

居住誘導浸水想定区域とは？

居住誘導区域の特徴把握（線引き都市を例に） 1

緑：居住誘導区域設
定で浸水想定区域を
除外要件として挙げて
いる都市
青：増加
黒：ほぼ無変化
紫：減少

※市街化区域（用途地
域）：工業専用地域除く
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非限定居住誘導区域/市街化区域

ほぼ無変化：浸水割合
変化±3％の範囲内
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